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Chapter 1 From the frontiers of policy政策の最前線から

　平成28年から地方税の申告等においてマイナ
ンバーが導入されたことにより、所得の正確な把
握による適正な課税や事務の効率化が実現する
とともに、社会保障手続の際、国民に添付を求め
ていた所得証明などの書類が不要となるなど、地
方税行政のみならず、国民の生活にも大きなメ
リットが期待されています。
　私が担当している個人住民税は、1,700を超え
る市区町村のそれぞれが、全国5,000万人を超え
る住民に対して課するものであり、市区町村の主
要な税として重要な役割を果たしています。大小
様々な市区町村が多くの国民に原則一律に課す
る個人住民税においては、市区町村で同様の事
務が行われることが求められます。私の役割は、市
区町村のほか企業、システムを構築するベン
ダー、関係省庁など多くの関係者の実務などを踏
まえながら、地方税におけるマイナンバー利用の
制度設計を図ることです。
　地方税は、行政サービスの財源として幅広く国
民に負担を頂くものなので、様々な働き方や家族
状況にある住民にも対応できるよう制度設計す
ることが重要です。日本社会を支えるためになくて
はならない仕事であり、いつも身が引き締まる思
いです。

　総務省に入省して15年、国や地方公共団体に
おいて、様々な仕事を経験させてもらいました。国

においては、国民をテロやミサイルからの危険か
ら護る国民保護制度の設計や地方公共団体の財
政基盤を支える地方交付税制度を担当しました。
また、地方公共団体においては、駆け出しで赴任
した静岡県では市町村合併の支援を、初めての管
理職を経験した高松市では、７つの市町の合併に
より誕生した新市の街づくりのための予算づくり
や環境行政を、山口県では中山間・離島地域にお
ける地方創生の取組を支援する仕事や新知事の
下での予算づくりを担当しました。
　日本が抱えている人口減少・少子高齢化、ＩＣＴ
化への対応、テロや災害への備えなど様々な課題
を解決するため、総務省職員は、日本の行政機構
の根幹である国と地方公共団体を行き来しなが
ら、国・地方両方の仕事を変えていく役割を担っ
ていると私は感じています。
　ただ、総務省が所管する地方行財税制度はあ
くまで制度であり、それを動かすのは地方公共団
体で生活する住民や首長、地方公共団体の職員
です。地方で働く際には、地方公共団体の職員と
して、その団体が置かれている状況やキーマンな
どを把握し、自分の経験やネットワークを活かし
ながら、最適解とその実現の道筋を導き出すこと
が求められます。地域の住民と顔の見える関係を
持ちつつ、住民や職員と一緒になって、課題の解
決を図ることが醍醐味です。国で働く際には、地方
で一緒に働いた同僚に相談することなども含め、
住民と身近な地方公共団体での経験が制度づく
りに活かされています。赴任した土地、一緒に働い
た同僚とは一生のつきあいが続きます。そうした

関係を通じて、制度づくりという国の仕事と制度
を動かす地方の現場の仕事をつなぎ、地域の住民
や地方公共団体の職員などの地域を担う人々同
士をつなぐ。そんな橋渡しとなるような存在が総
務省職員だと私は感じています。　
　総務省は、国と地方公共団体を行き来しなが
ら、様々な場面で橋渡し役としての役割を果たし、
社会を支えるためにやりがいを持って仕事に取り
組むことができる職場です。一緒にこの職場で働
いてみませんか。
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　いま総務省自治行政局では、2040年を先取り
し、あるべき国と地方の姿について濃密に議論を
重ねています。出生数が100万人を切ったのが一
昨年、団塊の世代どころか団塊ジュニア世代が高
齢者になり始めるのが2040年。加速する人口減
少の波は、都市を、地方を、そして国を、どのように
変容させるのか。その際、ＡＩ、ＩｏＴ、ロボティクス
などの第四次産業革命の波は、どのようなソ
リューションをもたらし得るのか。私が今担当して
いるマイナンバーカードも、誰もがその手に持てる
ＩＴインフラとして、社会を変えるトリガーになる
大きな可能性を秘めています。薔薇色とは限りま
せんが、向き合うべき未来を描き出す作業は、この
上なくエキサイティングです。
　じきに、2040年の更に先、30年後の未来を語
り始める時が来ます。平成という「30年」が経過
し、もうすぐ新たな時代に入る、「30年」とは、そう
いうタームです。「次の次」の新しい時代、その構
想に霞ヶ関の先頭に立って取り組んでいく、共に
この船に乗ってみたくはないですか。

　地方自治に携わる国家公務員として忘れてなら
ないのは、地方自治が日本の国家国民のためにど
のような役割を果たせるか、という視点です。「住民
に近い地方団体こそ効果的・効率的に行政サービ
スを提供できる」「地方の活力維持こそが日本の国

力を底支えする」ステレオタイプに甘んじたくない
ところですが、この答えはとても難しいですよね。
　日本という一つの国家の行政を支える二大機
構が、国と地方公共団体です。総務省の魅力は、こ
の二大機構を行き来し、分野を超えた内政の実
態をつぶさに目の当たりにできること、その経験
を、二つの行政機構を最適に機能させるための統
治制度に反映できることにあります。私の場合、地
方分権改革に携わり国・地方の行政を横断的に
俯瞰したほか、消防、選挙、地域振興、農林水産、
保健・医療・福祉などの各分野でも経験を積むこ
とができました。我々は、こうした実体験の裏付け
があるからこそ、国・地方を通じた内政のプロとし
ての矜持を胸に、「最適」を目指し、果敢に取り組
むことができるのだと思います。

　ここまで書いて入省時を振り返ると、偉そうな
ことを言うようになった、と我ながら苦笑いが出ま
す。入省から15年、単純ミスはもとより、自信が
あっても異なる価値観や認識ギャップに直面して
軌道修正することなど、本当に多くありました。し
かし、現場に飛び込んで、自分の目で見て考えて、
そして出した答えは、揺るぎなく正しいとも思うの
です。例えば、私は今、マイナンバーカードを活用し
て官民各分野でネットワーク化を図り生産性向
上につなげることを使命として取り組んでいます
が、そのモチベーションの基礎には、県庁健康課
長時代に構想した地域医療のネットワーク化で

様々難局を経験したことがあります。困難があって
も、途中過程が変わっても、最終目標は実現する、
靱やかに、しかし、折れない、「レジリエンシー」こ
そ、私の思う公務員の重要な資質です。道半ばで
すが、この15年、国・地方で経験した濃い苦楽の
一つ一つが私の「レジリエンシー」を育んでくれて
います。靱やかに生きたい君へ、総務省はその道
を拓いています。
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